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アンケート結果（概要） 

 

 宮城県内（仙台市を除く）の小学校、中学校、義務教育学校の特別支援教育
コーディネーターに、インクルーシブ教育システム構築の推進状況に関するアン
ケートを行いました。「はい」「いいえ」と回答する二項選択型の質問項目の結
果です。「はい」と回答した割合は以下のとおりです。  

ＣＳに関する調査 

 宮城県内（仙台市を除く）のＣＳを導入している小学校、中学校、義務教育学校の管理
職に、ＣＳの取組状況調査を行いました。主な結果は以下のとおりです。   

【ＣＳ導入年度】 

 

 
・各学校で、全ての子供が共に活動するための取組は進んでいる。 

・学校運営協議会を導入したものの具体的な活動の実施について試行 

 錯誤している。 

・インクルーシブ教育システムの視点を取り入れた取組を議論する機 

 会は少ないが、インクルーシブ教育システムの構築に向けてＣＳの 

 連携・協働性の機能を有効活用できると考えている学校が多いと読 

 み取れる。  

福祉体験学習 

防災学習 

作業販売学習 

   

・地域と連携した活動を行うことにより、実際の場 
 面での学びの場を確保する 

・児童生徒が障害や高齢者の視点を理解し共感 

 を育む 

ＣＳ 
インクルーシブ
教育システム × ⇒ ・理解促進 

・充実した学習活動 

・地域住民と危険箇所を共に確認する 
・災害時のリスクの理解をする 

・事前打合せによる情報共有を行う 

・顔を合わせて活動し相互理解を図る 

ＣＳ × ⇒ ・個に応じた配慮 

・地域の方が広告の配布、活動を支援する 

・特別支援学級の児童生徒が、購買者の意見を 

 生かした製品を作成する 

・理解啓発 
・充実した学習活動 

【学校運営協議会の課題】 

【インクルーシブ教育システム構築に
向け、ＣＳのどんな機能が有効か】 

イラストは生成ＡＩを用いて作成 

【ＣＳでインクルーシブ教育システム 

に関する意見の提案】 

（校） 

～子供たちの学びを豊かに～ 

インクルーシブ
教育システム 

インクルーシブ教育システム構築の推進

ＣＳ × ⇒ 
インクルーシブ
教育システム 



本研究の概要 

 本研究は、本県の小学校・中学校・義務教育学校におけるインクルーシブ
教育システム構築の推進状況とコミュニティ・スクール（以下、ＣＳ）の現
況を調査し、その関係性を明らかにすることを目的として実施しました。そ
の結果、ＣＳの枠組みを活用することがインクルーシブ教育システムの継続
性に影響することが分かりました。この知見は、今後の子供たちの共に学ぶ
仕組みを安定して整えることに貢献し、共生社会を実現するための人材育成
の端緒となると考えます。  

 

 

○ 障害のある者と障害のない者が共に学ぶ仕組み 

 共生社会を目指す上で「インクルーシブ教育システム」を安定した継

続性のあるものとしていくことが重要です。 

○ 「地域とともにある学校づくり」に有効なツール 
 ＣＳは、学校運営協議会を設置する学校です。子供たちや学校を

取り巻く環境が複雑化・多様化する中、学校・家庭・地域による一

体的な取組が必要と言われています。それを実現可能にする仕組み

の一つがＣＳです。 

インクルーシブ教育システムを安定的に継続するために

は、地域との連携がカギのようですね。私はＣＳを活用

するのが良いと考えています。 

アンケートの分析結果と先進校の視察から見えてきた、

ＣＳを活用したインクルーシブ教育システムを安定的に

継続するポイントを次のページにまとめました。 

 

インクルーシブ教育システムをＣＳの活用で継続性のあるものへ！  

先進校でインクルーシブ教育システムの視点を取り入れた長期的な取組が実現しているポイントを     で示しました。 

また、ＣＳの円滑な取組を進めるために学校運営協議会においての重要な事柄を     で示しました。 

上記を踏まえて右の

５つを提案します。 
    ① 学校側から学校運営協議会への積極的な情報開示と情報共有の場の設定 

    ② インクルーシブ教育システムの視点を明記した共通の目標の設定 

    ③ 学校運営協議会主体の子供の居場所づくり 

    ④ 学校サポーター等の人的支援の活用 

    ⑤ 学校運営協議会が主催する教職員と合同の研修会の実施 

学校 

主体的な参画による連携・協働 

地域学校協働本部 

共通の目標にインクルーシブな教育環境の
整備を掲げよう！ 

【例】すべての子供が安心できる環境づくり 
インクルーシブ教育システムの視点を共通の
目標に入れることで、体制が整い、継続性の
ある支援への一歩となる。 

 D 
実行 

 C 
評価 

 A 
改善 

 P 
計画 

 

・ボランティアやサポーター 
 などの人材の確保など 

自治体 自治体のバックアップ 

目標やビジョンの共有 

学校運営協議会主体の人選 

・目的を共有できる人材を登用 
    

教職員の任用等について 

役割の明確化と具体的な活動の工夫 

学校運営協議会 

全員参加の会議 

意識の醸成と研修の充実 

主体的な参画ができるシステムづくり 

 

１年間のＣＳのＰＤＣＡサイクル 

 

主体的な参画による 
連携・協働 

 

・積極的な情報開示 

・特別支援教育の実践経験の有無を 
 面談で確認など 

インクルーシブ教育システム 

ＣＳ 

みんなで専門性を高める研修を 
受けよう！ 

【例】障害特性に関する研修会 
教職員、学校運営協議会委員、支援員
等が同じ場で研修を受けることで目線
を合わせられ、共通の児童生徒の関わ
りにつながる。 

・学校課題の検討 

学校運営協議会委員や地域の人と、児童生徒が
接しやすい活動を取り入れよう！ 

【例】防災訓練 
活動内容を参加者が理解しやすく、互いが意図的に
接する場面を設定しやすい。 

【例】ボッチャ体験会 
年齢、性別、障害の有無に関わらず、すべての人が
一緒に競い合えるスポーツを通じて、相互理解を深
めやすい。 

地域学校協働活動推進員 
（コーディネーター） 

 

・学校と地域をつなぐ 

役割の明確化と具体的な活動の工夫 


